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医療連携体制加算及び食事提供体制加算の算定に係る留意事項について（通知） 

 

　平素より、札幌市の障がい福祉行政に御理解と御協力をいただき、厚くお礼申し上

げます。 

　さて、「医療連携体制加算」及び「食事提供体制加算」に関しましては、解釈誤り

や確認不足等により、要件を満たさないまま当該加算を算定していたとして、運営指

導等において多額な給付費の返還に至る事例が散見されております。 

　特に、医療連携体制加算（Ⅳ）の算定において、訪問看護ステーション及び訪問診

療クリニック等からの営業により、その算定要件について誤った説明を受け、不適切

な算定に至る事例も確認しております。 

　つきましては、下記のとおり、当該加算の算定に当たり遵守すべき算定要件及び当

該算定要件に対する本市の解釈等を通知いたしますので、本通知を踏まえ、算定要件

の遵守を徹底してください。 

 

記 

 

１　医療連携体制加算について 

　⑴　対象サービス 

　短期入所、自立訓練（生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支

援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、共同生活援助 

 

　⑵　本通知の該当区分 

　　　医療連携体制加算（Ⅰ）～(Ⅳ)（短期入所に限り（Ⅴ）及び（Ⅵ）を含む） 

 

　⑶　算定要件 

ア　当該加算の支援に係る看護職員の派遣について、医療機関等と委託契約を

締結すること。 

　　　※　看護職員の派遣に代えて同一法人が運営する他の事業所等に勤務する看護

　　　　職員の活用又は事業所に配置される看護職員が対応することも可能である　

　　　　が、本件加算に係る勤務時間は、勤務する事業所における常勤換算の時間数

　　　　に含められず、また、他の加配等の加算対象職員にも該当しない。 

　イ　利用者の主治医（看護を必要とする疾病等の治療や経過観察を行っている

医師を指す）から当該看護の提供等に関する指示書を受けていること。 



　ウ　主治医以外の医師からの指示による場合、当該医師が主治医と十分に利用

者に関する情報共有を行っていることを事業所において確認していること。 

　エ　利用者の主治医からの指示を受けた具体的な看護内容等を個別支援計画等

に記載していること。 

　　　オ　利用者ごとに、実施日時、所要時間、看護内容等を記録していること。 

　カ　主治医に対し、定期的に看護の提供状況等を報告していること。 

　キ　（医療連携体制加算（Ⅳ）及び短期入所における同加算（Ⅴ）に限定され

る算定要件） 

　　　利用者が、下記「医療的ケアの判定スコア」に掲げるいずれかの医療行為

を必要とする状態であること、又は主治医の意見書により当該医療行為と同程

度の医療行為が必要と確認できる者であること。 

　ク 　(短期入所における医療連携体制加算（Ⅵ）の算定要件） 

  　　利用者が、下記「医療的ケアの判定スコア」に掲げるいずれかの医療行為

を必要とする状態であり、スコア表のそれぞれの項目に係る基本スコア及び

見守りスコアを合算し、16点以上である者であること。 

 

　⑷　当該加算に係る給付費の返還を指示した事例 

　　ア　事例① 

　利用者の主治医と十分な情報共有を行わないまま、主治医以外の連携医療機

関の医師が作成した指示書等に基づき、不適切に加算を算定している。 

　【留意事項】 

　　本加算の算定に当たっては、利用者の主治医との適切な連携及び十分な情報

　共有が行われていることが前提となる。 

　　主治医以外の連携医療機関の医師が作成した指示書等に基づき加算を算定す

　る場合であっても、事前に主治医との間で利用者の病状や診療方針に関する情

　報共有が求められ、事業所において当該連携の事実を客観的に証することので

　きるよう、診療情報提供書等の挙証書類を保管しなければならず、これを行わ

　ずに算定された加算については算定要件を満たさないものとして取り扱う。  

　 

　　イ　事例②　(医療連携体制加算(Ⅳ)に係る返還を指示した事例）　 

医療連携体制加算（Ⅳ）算定に当たり、服薬管理やバイタルサイン測定等、

「医療的ケアの判定スコア」に該当しない、又は「同程度の医療行為」とは認

められない看護の提供に基づき、不適切に加算を算定している。  

　【留意事項】 

　　本加算の算定に当たっては、報酬告示に定める「医療的ケアの判定スコア」

　の対象項目、又はこれと同程度と認められる看護の提供が行われていることが

　要件となる。 

　　ついては、服薬管理や日常的なバイタルサイン測定等、健康管理の範囲にと

　どまる看護の提供については、本加算の対象外であり、この見解については、

　厚生労働省に確認済みである。 



　　なお、指示書等に医師の指示がある場合であっても、実際に提供された看護

　内容が医療的ケアに該当しない場合は算定できないものとして取り扱う。 

 

「医療的ケアの判定スコア」における項目及び医療連携体制加算（Ⅳ)（及び短期入

所に限り（Ⅴ）を含む）において加算対象外となる行為の例 

Ｎｏ 判定スコア項目 加算対象外の行為の例 

１ 
人工呼吸器（鼻マスク式補助換気法、ハイフロー

セラピー、間歇的陽圧吸入法、排痰補助装置及び

高頻度胸壁振動装置を含む）の管理 
・処置を伴わない呼吸音の聴診 

２ 気管切開の管理 ※注 

３ 鼻咽頭エアウェイの管理 ※注 

４ 酸素療法 ・SpO2の定期測定、観察 

５ 吸引（口鼻腔又は気管内吸引に限る） 
・吸引器のセッティング等の準備 

・自立した吸引等の見守り 

６ ネブライザーの管理 ※注 

７ 
経管栄養（経鼻胃管、胃瘻、経鼻腸管、経胃瘻腸

管、腸瘻、食道瘻、持続経管注入ポンプ使用） 
・経口での食事介助、見守り 

・刻み食やミキサー食の準備 

８ 
中心静脈カテーテルの管理（中心静脈栄養、肺高

血圧症治療薬、麻薬等） 
※注 

９ 
皮下注射（インスリン、麻薬等の注射を含む）、

持続皮下注射ポンプの使用 
※注 

10 血糖測定(持続血糖測定器による血糖測定を含む) ※注 

11 継続的な透析（血液透析、腹膜透析等） ※注 

12 
導尿（間欠的導尿、持続的導尿（尿道留置カテー

テル、膀胱瘻、腎瘻、尿路ストーマ）） 
※注 

13 

排便管理（消化管ストーマの使用、摘便又は洗

腸、浣腸） 

※浣腸は、市販のディスポーザブルグリセリン浣

腸器を用いて浣腸を施す場合を除く 

・排便の有無の確認や下剤の服用勧奨 

14 
痙攣時における座剤挿入、吸引、酸素投与又は迷

走神経刺激装置の作動等の処置 
※注 

  

上記以外に加算対象外となる行為の例 

・内服薬の手渡しや声掛け、服薬確認 

・経口での服薬等の投与補助 

・あせもや乾燥等に対する市販保湿剤の塗布 

・創傷を伴わない湿布の貼り替え 

・日常的なバイタルチェック 

・日々の顔色や機嫌等の状態観察 

※注：加算対象外の行為の例として明示していないものについても、本市が「同程度の医

療行為」と認めないものについては、加算の対象外となります。 

 



２　食事提供体制加算 

　⑴　対象サービス 

　生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継

続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型 

 

⑵　算定要件 

ア　事業所の調理室において調理されたもの、又は外部の調理委託業者等から搬入

された食事（クックチル、クックフリーズ、真空調理又はクックサーブに限り、

適切な温度管理がなされているもの）を提供していること。 

イ　出前、市販の弁当の購入、惣菜の買い出し等による食事提供ではないこと。 

ウ　管理栄養士又は栄養士による献立確認が年１回以上なされていること。 

エ　利用者ごとに食事の提供実績（提供日、摂取量）を記録していること。 

オ　利用者ごとに、おおむね６月に１回BMI（身体障害者等で身長の測定が困難であ

り、これまで身長を計測したことがない者又は身長が不明な者については体重の

みの記録で可）を記録していること。 

 

　⑶　当該加算に係る給付費の返還を指示した事例 

　適切な温度管理がされていない弁当を購入して提供した場合や、単に外食に同行

して食事を提供した場合について、本加算を算定している。 

　　【留意事項】 

　適切な温度管理がされていない市販弁当の購入、出前及び買い出し若しくは外食

等は、事業所による食事の提供体制が整っているとは認められず、本加算の対象と

ならない。 

　外部業者等から搬入（クックチルパック配送等）される場合であっても、事業所

到着時に適切な温度帯（温蔵65℃以上、冷蔵10℃以下など）が保たれていること及

び搬入後の適切な保管・再加熱手順が確立されていることが算定の前提となる。 

 

※　具体的な調理手法 

　　以下に示す温度表記は、表面温度や調理器の設定温度ではなく、食品の中心部の温

　度を基準とする。 

　　また、ここでいう「加熱」とは、食品の中心部を75℃以上で１分以上加熱するこ　

　とを指す。 

　①クックサーブ 

加熱調理後、ただちに利用者に提供する方式。 

　・加熱調理後、提供までの間、温蔵庫等で 65℃以上を保持 

　・時間の制限:調理終了後から喫食までの時間を2時間以内とする 

　②クックチル 

加熱調理後、急速冷却して保管し、提供直前に再加熱する方式。 

・加熱後、ただちに冷却を開始し、90分以内に中心温度3℃以下まで急速冷却 

・保管条件:3℃以下 の冷蔵庫等で衛生的に保管 

・提供直前に、急速再加熱を行い、再加熱後2時間以内に提供 



　③クックフリーズ 

加熱調理後、急速凍結して冷凍保管し、提供直前に解凍・再加熱する方式。 

・加熱後、ただちに急速凍結機を用い、90分以内に－18℃以下まで急速凍結 

・－18℃以下の冷凍庫で保管 

・解凍、再加熱を行い、再加熱後は速やかに提供 

　④真空調理 

　　食材と調味料をフィルム等に真空パックし、加熱後に急速冷却とチルド保存した

　ものを、提供時に再加熱する方式。 

・食材を加熱後30分以内に冷却を開始し、90分以内に中心温度3℃以下まで急速冷却 

・保管条件：耐熱性の袋に入れて真空密閉し、3℃以下で保存 

・提供時に再加熱（中心温度を75℃以上で１分間以上) 

 

※　上記は「病院、診療所等の業務委託について（平成５年２月15日厚生省健康政策

　局指導課長通知指第14号）」に準拠している。 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta8453&dataType=1&pageNo=1 

 

３　不適切算定に対する本市の対応について 

　本通知に記載した加算の算定に当たっては、関係法令、報酬告示、留意事項通知

等を遵守した上で、要件を満たしていることを客観的に証明できる書類を適切に作

成・保管しなければなりません。 

　運営指導等において、算定要件を満たしていない不適切な算定が確認された場合

は、過年度に遡って給付費の返還等を求めることがあります。　　 

　また、虚偽の記録作成や虚偽の報告など、悪質な不正請求が認められた場合、又

は請求に当たって重大な過失が認められた場合は、「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律」に基づく行政処分を行う可能性があるため、法

令遵守の徹底にご留意ください。 

 

４　その他 

　本通知の内容は本市の従前からの取扱いを変更するものではありませんので、本

通知並びに、下記※「医療連携体制加算の報酬算定に係る留意事項について（令和

５年11月20日通知　札障第2658号）」につきましても、今一度内容をご確認の上、

今後の適切な加算算定を徹底してください。 

 

※　医療連携体制加算の報酬算定に係る留意事項について（令和５年11月20日通知札

　障第2658号） 

https://www.city.sapporo.jp/shogaifukushi/jiritsushien/documents/iryourennkeitaiseikasann

nohousyuusantei.pdf 

 

【担当】 

札幌市保健福祉局障がい保健福祉部 

障がい福祉課　指定指導係 

電話：011-211-2938 
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